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対象法令 簡素化内容

一般データ保護規則（GDPR、規則2016/679、注1）
個人データの管理者・処理者に対する個人データ処理行為の記録保持義務を免除。ただし、高リスクの
処理行為を行う場合は、記録保持義務を負う。

ダンピング輸入品に対する保護に関する規則（規則2016/1036）
補助金を受けた輸入品に対する保護に関する規則（規則2016/1037）
金融商品市場指令（MiFID II、指令2014/65）
目論見書規則（規則2017/1129）

バッテリー規則（規則2023/1542、注2）
バッテリー原材料に対するデューディリジェンス（DD）実施義務を免除。DD実施義務対象企業につい
ても初回DD実施期限を2年延期し2027年とした上で、公開頻度を1年ごとから3年ごとに緩和。

重要事業体レジリエンス指令（CER、指令2022/2557） 加盟国が策定する重要事業体レジリエンス戦略に、SMC向けの対策を追加。
Fガス規則（規則2024/573、注3） Fガスの年間取扱量が一定以下の輸入事業者に対するFガス・ポータルへの登録義務を原則免除。

対象法令 対象分野
指令2000/14 屋外用機器の騒音
指令2011/65（RoHS指令） 電気・電子機器における特定有害物質の使用制限
指令2013/53 レジャー用船舶
指令2014/29 簡易圧力容器
指令2014/30 電磁環境両立性
指令2014/31 非自動重量測定器
指令2014/32 測量機器
指令2014/33 昇降機
指令2014/34 防爆機器
指令2014/35 低電圧電気機器
指令2014/53 ラジオ・通信端末
指令2014/68 圧力設備
指令2014/90 船舶用機器
規則2016/424 旅客用ロープウェイ設備
規則2016/425 身体保護用具
規則2016/426 ガス燃焼機器
規則2023/1230 機械
規則2023/1542（バッテリー規則、注2） バッテリー
規則2024/1781（エコデザイン規則、注4） エコデザイン

（注1）特集「EU 一般データ保護規則（GDPR）について」を参照。
（注2）調査レポート「EUバッテリー規則とドイツを中心としたバッテリー生産・リサイクルの動き（2023年11月）」を参照。
（注3）2023年10月11日ビジネス短信を参照。
（注4）調査レポート「EU循環型経済関連法の最新概要（2024年11月）」を参照。
（出所）欧州委員会

アンチダンピングなどに関する中小企業向けヘルプデスクが利用可能に。調査当局への情報提供も容易
に。

中小企業同様により簡易的な目論見書による株式公開を可能に。

表1　小規模ミッドキャップ（SMC）を対象に規制簡素化に向け改正が提案されているEU法と主な簡素化内容

表2　デジタル化および共通仕様に関する改正が提案されているEU法

https://www.jetro.go.jp/world/europe/eu/gdpr/
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2023/01/b08a308f2a0bb467.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2023/10/47862e75bc2e1e22.html
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2024/01/e2a3dada17af22e3.html
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